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議案第１号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

令和５年４月１日付けの組織機構の改編に伴い、伊那市地域情報化審議会条例の一

部を改正する条例を専決処分したものであります。 
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専決第１号 

 

専 決 処 分 書 

 

 

伊那市地域情報化審議会条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり専決処分する。 

 

 

 

令和５年３月３１日 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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令和５年伊那市条例第１７号 

 

伊那市地域情報化審議会条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市地域情報化審議会条例（平成２３年伊那市条例第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

第５条中「企画部情報統計課」を「企画部」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案第２号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）の施行等に伴い、伊那市

税条例等の一部を改正する条例を専決処分したものであります。 
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専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

 

伊那市税条例等の一部を改正する条例を、別紙のとおり専決処分する。 

 

 

 

令和５年３月３１日 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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令和５年伊那市条例第１８号 

 

伊那市税条例等の一部を改正する条例 

 

 

（伊那市税条例の一部改正） 

第１条 伊那市税条例（平成１８年伊那市条例第５３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額の

うち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、

「の同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税

若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、

若しくは納入する」に改める。 

 

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の

１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由

して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規

定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則

で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２

第１項の規定による申告書を提出することができる。 

 

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」を

「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せ

て賦課し、及び徴収する。 

 

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合

算額」に、「によって」を「により」に改める。 

 

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「困難であると認められる者」
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を「困難であると認められるもの」に、「においては」を「には」に改め、「及び

均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次項及び

第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に、

「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第６項中「によって」

を「により」に改める。 

 

第４６条中「第５号の１５様式」の次に「若しくは第５号の１５の２様式」を加

え、「によって」を「により」に改める。 

 

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規定に

よって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金

とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるものと

し、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収することが」

に、「である場合においては」を「である場合には」に改め、「及び均等割額」の

次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４７

条の５において同じ。）」を加え、「によって徴収する場合においては」を「によ

り徴収する場合には」に、「によって徴収する。」を「により徴収する。」に改め、

同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改める。 

 

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２の規

定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤

納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるも

のとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、

又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の

２様式」を加える。 

 

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」を

加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 

 

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「三輪のもの」の次に「及び道路

運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に

規定する特定小型原動機付自転車」を加える。 
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第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５様式」

の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

 

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３

条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１４

項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第

２５項第１号イ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を「附

則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２６項第１

号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第７項中「附則第１５条

第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第８項中

「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改め、

同条第９項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号

ロ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条

第２５項第２号ハ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を

「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２６

項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１３項中「附則

第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第

１４項中「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第 

１５項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第 

１６項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第 

１７項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第 

１８項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同条第 

１９項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条第 

２１項を次のように改める。 

２１ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

 

附則第１０条の３第１２項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第７条第

１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１０

項の次に次の１項を加える。 

１１ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に

係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンショ

ンに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に
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提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 当該工事が完了した年月日 

(5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、   

３月以内に提出することができなかった理由 

 

附則第１５条の２を削る。 

 

附則第１５条の２の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、

同条を附則第１５条の２とする。 

 

附則第１５条の６第３項を削る。 

 

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和２年

４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３月 

３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属す

る年度の翌年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同条第７項中「附

則第３０条第７項」を「附則第３０条第３項」に、「三輪以上のガソリン軽自動

車」を「三輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下

この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、当該ガソ

リン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和

５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回

車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を

「同条第２号ア(イ)中「３,９００円」とあるのは「２,０００円」と、同号ア(ウ)

ａ中「６,９００円」とあるのは「３,５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第８項中「附則第３０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該

ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、

「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句」を「同条第２号ア(イ)中「３,９００円」とあるのは「３,０００円」と、同号

ア(ウ)ａ中「６,９００円」とあるのは「５,２００円」」に改め、同項を同条第４

項とする。 
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附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第３項中 

 「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

 

附則第２４条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」とい

う。」を削る。 

 

（伊那市都市計画税条例の一部改正） 

第２条 伊那市都市計画税条例（平成１８年伊那市条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。 

   

  附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第

１４項」に改める。 

 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第

３２項」に改める。 

 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第

３３項」に改める。 

 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第

３８項」に改める。 

 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

４３項」に改める。 

 

附則第１５項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項、

第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０項若しくは第

４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、第２４項、

第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若しくは第

４６項」に改める。 

 

 （伊那市国民健康保険税条例の一部改正） 

第３条 伊那市国民健康保険税条例（平成１８年伊那市条例第５５号）の一部を次の

ように改正する。 

 

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 
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  第２３条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中    

「２８万５,０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を 

「５３万５,０００円」に改める。 

 

第２３条の２中「第２４条の２」を「第２４条の２第１項」に改める。 

 

  第２４条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明す

る書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定するものをい

う。）」に改める。 

 

 附則第２項中「第２３条第１項」を「第２３条」に、「同項」を「同条第１項」

に改める。 

 

  附則第３項、第４項、第６項から第９項まで、第１２項及び第１３項中「第２３

条第１項の」を「第２３条の」に改める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第８２条第１号エの改正規定及び附則第４条第１項の規定（この条例による改

正後の伊那市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る

部分を除く。） 令和５年７月１日 

(2) 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規定、同条

に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の２及

び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２の２の改正規定（同条第４項

中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第

１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第４条第１項（新条例

附則第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月

１日 

(3) 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の伊那市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和

５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受ける

べき伊那市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において
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「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について適用

し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書につ

いては、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適

用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」

という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をし

た同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）

（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取

引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う

者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、

適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含

む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例に

よる改正前の伊那市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に規定する三

輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の

例による。 

３ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行

の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能

割について適用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動

車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

ついて適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例

による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 次項に定めるものを除き、第２条の規定による改正後の伊那市都市計画税条

例（以下「新都市計画税条例」という。）の規定は、令和５年度以後の年度分の都

市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、なお従前の

例による。 

２ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を
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改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

の前日までの間における新都市計画税条例附則第１５項の規定の適用については、

同項中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。 

（国民健康保険税に関する経過措置） 

第６条 第３条の規定による改正後の伊那市国民健康保険税条例の規定は、令和５年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保

険税については、なお従前の例による。 
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  議案第３号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

 

令和４年度伊那市一般会計第８回補正予算を、別冊のとおり専決処分する。 

 

 

 

令和５年３月３１日 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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  議案第４号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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専決第４号 

 

専 決 処 分 書 

 

 

令和４年度伊那市国民健康保険特別会計第４回補正予算を、別冊のとおり専決処分

する。 

 

 

 

令和５年３月３１日 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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  議案第５号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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専決第５号 

 

専 決 処 分 書 

 

 

令和４年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計第４回補正予算を、別冊のとお

り専決処分する。 

 

 

 

令和５年３月３１日 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第６号  

 

教育委員会委員の任命について 

 

 

下記の者を教育委員会の委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求

める。 

 

記 

 

氏  名 生 年 月 日 住     所 備考 

黒 河 内 貴 昭和５１年９月２８日 長野県伊那市高遠町西高遠３７８番地 再任 

 

 

 

令和５年５月１６日提出  

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

黒河内貴委員が令和５年５月１６日付けで任期満了となることに伴い、上記の者を

教育委員会の委員に任命したいので、提案するものであります。 

なお、委員の任期は４年、略歴は別紙のとおりであります。 
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略    歴 
 

黒河内
く ろ ご う ち

 貴
たかし

 

 

       昭和５１年９月２８日生（満４６歳） 

         本 籍 長野県伊那市高遠町西高遠１６５３番地１ 

         住 所 長野県伊那市高遠町西高遠３７８番地 

         政 党 無所属 

 
 

最 終 学 歴 
 
 
  平成１３年 ９月  ロンドン大学国際関係史修士課程卒業 
 
 
 
 

職     歴 
 
 
自 平成１３年１１月 
            株式会社仙醸 
至 平成１７年 ８月 

 
自 平成１７年 ９月 
            株式会社仙醸常務取締役 
至 平成２０年１１月 

 
自 平成２０年１２月 
            株式会社仙醸代表取締役社長 
至 現      在 

 
 
 
 

公  職  歴 
 
 
自 平成２２年 ７月 
            高遠町地域協議会委員 
至 平成２５年 ６月 

 
自 平成２６年 ４月 
            伊那市消防団高遠分団第三部長 
至 平成２７年 ３月 

 
自 令和 元年 ５月 
            伊那市教育委員会委員 
至 現      在 
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議案第７号  

 

財産（土地）の処分について 

 

 

下記のとおり財産（土地）を売却することについて、伊那市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年伊那市条例第４７号）第３条

の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 地  番 伊那市西箕輪２１４８番２１２ ほか６筆 

       （別記のとおり） 

２ 地  目 公衆用道路及び畑 

       （別記のとおり） 

３ 地  積 １１,９９１.９６平方メートル 

       （別記のとおり） 

４ 売却価格 １４６,３０１,９１２円（１平方メートル当たり１２,２００円） 

５ 相 手 方 長野県上伊那郡辰野町大字伊那富２５８２番地 

        米玉堂食品株式会社 

         代表取締役 杉本 德治 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長    白  鳥   孝    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 伊那インター工業団地産業用地の一部を売却するため、提案するものであります。 
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（別記）  

処分する財産（土地）の一覧 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

地  番 地  目 地積(㎡) 

伊那市西箕輪2148番212 公衆用道路 683.47 

伊那市西箕輪2148番220 畑 923.51 

伊那市西箕輪2148番221 畑 856.48 

伊那市西箕輪2148番222 畑 1,473.02 

伊那市西箕輪2148番223 畑 3,792.76 

伊那市西箕輪2148番224 畑 4,117.00 

伊那市西箕輪2148番838 畑 145.72 

合  計 ７筆 11,991.96 
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議案第８号  

 

請負契約の締結について 

 

 

長谷総合支所建設建築工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、伊那

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年伊那

市条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  長谷総合支所建設建築工事 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ３３０,０００,０００円 

          （内消費税 ３０,０００,０００円） 

４ 契約の相手方  伊那市上牧６４７４番地 

          宮下建設株式会社 

           代表取締役 宮下 金俊 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白  鳥   孝    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

長谷総合支所建設工事のうち、建築工事の請負契約を締結するため、提案するもの

であります。 
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議案第９号  

 

令和５年度伊那市一般会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和５年

度伊那市一般会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。  

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１０号 

 

令和５年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和５年

度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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議案第１１号 

 

令和５年度伊那市自動車運送事業会計第１回補正予算について  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和５年

度伊那市自動車運送事業会計第１回補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

 

 

令和５年５月１６日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 


